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（１－６）車体課税の延長・見直し（エコカー減税の見直し）（自動車重量税）

 コロナ禍で厳しい状況にある自動車産業をしっかりと支えるため、新しい2030年度燃費基準に切り替えつつも、
減税対象割合が現行水準と同じ約７割となる基準を維持。

 また、免税対象割合が現行水準と同じ約2.5割となる基準を維持。

 電気自動車等の「構造要件（該当するだけで2回目車検時までの免税）」も維持。

 超低燃費HVの2回目車検時までの免税も維持。

【現行】
2019年5月1日～
2021年4月30日

初回車検 2回目車検

電気自動車等 免税 免税

2020年度基準+90% 免税 免税

2020年度基準＋40% 免税

2020年度基準＋20% ▲50%

2020年度基準達成 ▲25%

延長
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【改正後】
2021年5月1日～2023年4月30日 初回車検 2回目車検

電気自動車等（※） 免税 免税

2030年度基準120%達成 免税 免税

2030年度基準達成 免税

2030年度基準90%達成 免税

2030年度基準75%達成 ▲50%

2030年度基準60%達成 ▲25%

※「 」は、10%分として表記

※クリーンディーゼル車の扱いについては、P21参照
※電気自動車等：電気自動車、燃料電池車、プラグインハイブリッド車、天然ガス自動車

※電気自動車等以外の車については、2020年度燃費基準達成車に限る



（１－６）車体課税の延長・見直し（環境性能割の見直し、臨時的軽減の延長）（自動車税・軽自動車税）

 新しい2030年度燃費基準へ切替えつつも、課税の軽減対象割合が現行水準と同じ約7割となる基準を
維持。

 また、非課税対象割合が現行水準と同じ約５割となる基準を維持。

 2021年3月末に期限切れとなる臨時的軽減措置（1％軽減）は、9ヶ月間延長。

【改正後】 登録車 軽自動車

電気自動車等（※） 非課税 非課税

2030年度基準85%達成 非課税 非課税

2030年度基準75%達成 1%⇒0% 非課税

2030年度基準60%達成 2%⇒1% 1％⇒0%

上記以外又は2020年度基準未達成車 3%⇒2% 2%⇒1%

【現行】 登録車 軽自動車

電気自動車等 非課税 非課税

2020年度基準＋20% 非課税 非課税

2020年度基準＋10% 1% 非課税

2020年度基準達成 2% 1%

上記以外 3% 2%

※「 」は、10%分として表記

※クリーンディーゼル車の扱いについては、P21参照
※電気自動車等：電気自動車、燃料電池車、プラグインハイブリッド車、天然ガス自動車

赤字は臨時的軽減措置（1%軽減）
適用期間を2021年12月末まで延長。

延長
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（１－６）車体課税の延長・見直し（クリーンディーゼル車について）

 クリーンディーゼル車については、エコカー減税、環境性能割ともに、燃費性能に応じた減税措置に変更。ただ
し、激変緩和措置として、以下を措置。

①2021年度*：エコカー減税⇒免税（初回車検のみ）、環境性能割⇒非課税

②2022年度*：2020年度燃費基準を達成車のみ免税、非課税

2021年度
（5月～4月）

2022年度
（5月～4月）

2020年度基準
達成 免税 免税

2020年度基準
未達成 免税 当分の間税率

＜エコカー減税＞

2021年度 2022年度

2020年度基準
達成 非課税 非課税

2020年度基準
未達成 非課税 3%

＜環境性能割＞

※2回目車検時の免税 ⇒ 廃止

*エコカー減税はそれぞれ2021年5月から2022年4月末まで
2022年5月から2023年4月末まで

※グリーン化特例の構造要件（▲75%） ⇒ 廃止
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（参考１）グリーン化特例の延長・見直し

 適用対象を電気自動車等に限定（平成31年度税制改正大綱で決定）した上で、 2年間延長。

【改正後】
2021年4月1日～2023年3月31日 登録車 軽自動車

電気自動車等（※） ▲75% ▲75%

【現行】
2019年4月1日～
2021年3月31日

登録車 軽自動車

電気自動車等（※） ▲75% ▲75%

2020年度基準＋50% ▲75% ▲50%

2020年度基準＋30% ▲75% ▲50%

2020年度基準＋10% ▲50% ▲25%

※電気自動車等：
電気自動車、燃料電池車、プラグインハイブリッド車、天然ガス自動車
クリーンディーゼル車
⇒今回の改正により除外
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（参考２）令和３年度与党税制改正大綱より

第一 令和３年度税制改正の基本的考え方
３．グリーン社会の実現 （２）車体課税

自動車業界はＣＡＳＥに代表される100年に一度ともいわれる大変革に直面している。世界的な脱炭素
の動きを受けた電気自動車の急速な普及、内燃機関自動車に対する規制の強化、ネットワークに接続した自動車
を中心とする自動運転技術の飛躍的向上などの動きに代表されるこの大変革に対応できるか否かは単に一産業の
問題ではなく、日本の経済・雇用を大きく左右しかねない極めて重要な課題であり、官民が総力を結集し危機感
をもって対応していく必要がある。

税制についても、こうした変革に向けた自動車業界の対応や環境整備に貢献するものでなくてはならない。
本来は車体課税についても変革に対応した見直しを早急に行うべきであるが、他方で我が国経済がコロナ禍にある
ことを踏まえれば、急激な変化は望ましくない。今回の見直しにおいては、次のエコカー減税等の期限到来時に
抜本的な見直しを行うことを前提に、一定の猶予期間を設けることとする。関係省庁及び自動車業界には、
この期間内に上記の大変革に対応する準備を早急に整えていくことを望みたい。

第三 検討事項
５ 自動車関係諸税については、2050年カーボンニュートラル目標の実現に積極的に貢献するものとするとともに、
自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有から利用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用者の広がり
等の自動車を取り巻く環境変化の動向、地域公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するための
インフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提
に、受益と負担の関係も含め、その課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を行う。
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 経営資源の集約化によって生産性向上等を目指す計画の認定を受けた中小企業が、計画に
基づくM&Aを実施した場合に、①設備投資減税 ②雇用確保を促す税制 ③準備金の積立を
認める措置を創設する。

27

投資額の10％を税額控除 又は 全額即時償却。
※資本金3000万円超の中小企業者等の税額控除率は7％

（参考）具体的な取組例
 自社と取得した技術を組み合わせた新製品を製造する設備投資
 原材料の仕入れ・製品販売に係る共通システムの導入

①M&Aの効果を高める設備投資減税

M&Aに伴って行われる労働移転等によって、給与等
支給総額を対前年比で2.5％以上引き上げた場合、
給与等支給総額の増加額の25％を税額控除。

（1.5%以上の引上げは15%の税額控除）

（参考）具体的な取組例
 取得した販路で更なる販売促進を行うために必要な要員の確保

②雇用確保を促す税制

③準備金の積立（リスクの軽減）

M&A実施後に発生し得るリスク（簿外債務等）に備えるため、据置期間付（5年間）の準備金を措置。
M&A実施時に、投資額の70%以下の金額を損金算入。

【益金算入】
【損金算入】

据置期間※

（５年間）

積
立

均等取崩 20×5年間 据置期間後に取り崩し

100 ※簿外債務が発覚した場合等には、準備金を取り崩し。
（注）中小企業のM&Aには、大別して「株式譲渡」と「事業譲渡」のケースがあるが、

簿外債務等のリスクをヘッジできない「株式譲渡」について、準備金制度を措置。

（２ー１）中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設 新設
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（参考）経営資源集約化を推進する背景
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○M&Aを行った中小企業は、行っていない企業に比べて生産性等が向上。

M&A実施企業と非実施企業の労働生産性

【資料】経済産業省 「企業活動基本調査」再編加工（注）2010年度＝100として指数化

①M&Aは生産性向上の重要なツール

M&A実施（2010年度）

M&A実施せず
（2009～15年度）

引継ぎの準備 M&A実施後の経営統合マッチングの円滑化

①気づきの提供 ②事業者間のマッチング ③業態転換等の推進
プッシュ型の事業承継診断
事業承継ネットワークによる、
M&Aを含む事業承継の課
題を発掘、支援

事業引継ぎ支援センター
各県のセンターにおいて、
M&Aに係る相談対応、
マッチング支援を実施

事業承継補助金
M&Aを含む引継ぎを契機に、経
営革新などに挑戦する中小企業
の設備投資や販路開拓等を支援

④M&Aの手数料の適正化等

②これまでの主な取組

○ これまでもM＆Aの支援策を実施（引継ぎの準備、マッチングの円滑化、
M&A実施後の経営統合）。 ⇒ 更なる深化が必要｡

中小M&Aガイドラインの策定（M&Aの基本的な事項や手数料の目安を提示）
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○中小企業のM&Aは、我が国でも近年増加し、少しずつ身近になりつつある。
○他方で、M&A実績の増加につれて、課題も顕在化（簿外債務、偶発債務、減損等）。

中小企業M&Aの実施件数の推移（件）

中小企業M&A仲介上場3社

（年度）

③中小企業にとって身近になりつつあるM&A ⇒ 見えてきた課題

【資料】 帝国データバンク「事業承継に関する企業の意識調査（2020年）」

事業引継ぎ支援センター
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22.3%

77.7%

業態転換を考えている 業態転換の意向はない

（資料）東京商工リサーチ
「第9回新型コロナウイルスに関するアンケート調査」

○「新たな日常」に対応するため、業態
転換を考えている中小企業は22％。

○2020年廃業件数は過去最多
の見通し。

【資料】東京商工リサーチ

④感染症を受けた新たな課題

休廃業・解散、倒産件数の年次推移中小企業における業態転換の意向

業態転換の高まり 経営資源の散逸リスク

倒産（1～8月）休廃業・解散（1～8月）
倒産休廃業・解散

＋23.9％

年間
5万３千件
のペース



（２ー２）中小企業設備投資税制の延長等（所得税・法人税・事業税・法人住民税）

 「中小企業経営強化税制」について、適用期限を2年間延長する。また、本税制の利便性を向
上させるため、適用の前提となる計画認定手続を柔軟化する（例．工業会の証明書の取得と
同時並行で、計画認定に係る審査を行うことにより、手続を迅速化）。

 「中小企業投資促進税制」に「商業・サービス業・農林水産業活性化税制」も取り込む形で
（不動産業、商店街振興組合等を移管）制度を一本化した上で、適用期限を2年間延長する。

【適用期限：令和４年度末まで】
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設備の種類

（価額要件）
機械装置

（160万円以上）
ソフトウェア

（70万円以上）
器具備品・工具
（30万円以上）

建物附属設備
（60万円以上）

支援措置
国

税

【中小企業経営強化税制】
即時償却又は税額控除10％（※７％）

⇒延長（２年）

【中小企業投資促進税制】
30％特別償却又は税額控除7％

※ 30％特別償却のみ適用

⇒延長（2年）
※不動産業、商店街振興組合等の業種を追加

【商業・サービス業
・農林水産業活性化税制】

30％特別償却又は税額控除7％
※ 30％特別償却のみ適用

⇒廃止

を付した部分は、経営力向上計画の認定が必要 ※ を付した部分は、資本金3,000万円超１億円以下の法人の場合

※計画認定手続を柔軟化

延長等

生産性向上設備（A類型）

生産性が年平均１％以上向上

投資利益率５％以上のパッケージ投資

収益力強化設備（B類型）

遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかを可能にする設備

デジタル化設備（Ｃ類型）

経営資源集約化設備（D類型）

修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備



（参考１）中小企業経営強化税制の延長

 中小企業経営強化税制は、中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等
経営強化法の認定を受けた計画に基づく投資について、即時償却又は税額控除（10％）※

のいずれかの適用を認める措置。

 M&Aの効果を高める設備として「経営資源集約化設備（D類型）」を追加した上で、適用期
限を2年間延長する。

【適用期限：令和４年度末まで】

※資本金3,000万円超の中小企業者等の税額控除率は7％

類型 生産性向上設備（Ａ類型） 収益力強化設備（Ｂ類型） デジタル化設備（Ｃ類型）

要件 生産性が旧モデル比平均１％以上向上する設備 投資収益率が年平均５％以上の投資計画に係る設備 遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかを
可能にする設備

確認者 工業会等 経済産業局 経済産業局

対象
設備

 機械装置（160万円以上/10年以内）
 測定工具及び検査工具

（30万円以上/5年以内）
 器具備品（30万円以上/6年以内）
 建物附属設備（60万円以上/14年以内）
 ソフトウェア（情報収集機能及び分析・指示

機能を有するもの）
（70万円以上/5年以内）

 機械装置 （160万円以上）
 工具 （30万円以上）
 器具備品 （30万円以上）
 建物附属設備（60万円以上）
 ソフトウェア （70万円以上）

 機械装置 （160万円以上）
 工具 （30万円以上）
 器具備品 （30万円以上）
 建物附属設備（60万円以上）
 ソフトウェア （70万円以上）

その他要
件

生産等設備を構成するものであること（事務用器具備品・本店・寄宿舎等に係る建物付属設備、福利厚生施設に係るものは該当しません。）
／国内への投資であること／中古資産・貸付資産でないこと等
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経営資源集約化設備（D類型）
要件：修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備 ⇒新たな類型として追加



（参考２）中小企業投資促進税制の延長

 中小企業投資促進税制は、中小企業における生産性向上等を図るため、一定の設備投資を
行った場合に、特別償却（30％）又は税額控除（7％）※のいずれかの適用を認める措置。

 対象となる業種として、不動産業・物品賃貸業、商店街振興組合等を追加した上で、適用期限
を2年間延長する。

【適用期限：令和４年度末まで】

※税額控除は資本金3,000万円以下の中小企業者等に限る
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対象者 ・中小企業者等（資本金額１億円以下の法人、農業協同組合、商店街振興組合等）
・従業員数１，０００人以下の個人事業主

対象業種

製造業、建設業、農業、林業、漁業、水産養殖業、鉱業、卸売業、道路貨物運送業、倉庫業、
港湾運送業、ガス業、小売業、料理店業その他の飲食店業（料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブ
その他これらに類する事業については生活衛生同業組合の組合員が行うものに限る。）、一般旅客自
動車運送業、海洋運輸業及び沿海運輸業、内航船舶賃貸業、旅行業、こん包業、郵便業、通信業、損
害保険代理業及びサービス業（映画業以外の娯楽業を除く）、不動産業、物品賃貸業
※性風俗関連特殊営業に該当するものは除く

対象設備

・機械及び装置【１台１６０万円以上】

・測定工具及び検査工具【１台１２０万以上、１台３０万円以上かつ複数合計１２０万円以上】

・一定のソフトウェア【一のソフトウェアが70万円以上、複数合計７０万円以上】
※複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用OSのうち一定のものなどは除く

・貨物自動車（車両総重量３．５トン以上）

・内航船舶（取得価格の７５％が対象）

措置内容
個人事業主
資本金３，０００万円以下の中小企業 ３０％特別償却 又は ７％税額控除

資本金３，０００万円超の中小企業 ３０％特別償却

※対象資産から匿名組合契約等の目的である事業の用に供するものを除外

※赤字は今回の追加業種等
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